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　ただし、不動産テックへの過剰な期待
は禁物だ。
　赤木氏は「不動産テックという言葉を
聞くと、何か新しいビジネスが生まれ、そ
れが急速に伸びていく印象を受けるかも
しれませんが、必ずしもそうとは限りません。
不動産に関する課題を、不動産テックを
活用することで、どう解決していくか。その
視点が重要です」とクギを刺す。
　日本における不動産の資産額は、官
民合わせて推定約2400兆円に達すると
いう。これだけの市場規模を持つ不動
産事業と不動産テックの相乗効果により、
日常業務の効率化を図り、さらには新た
な不動産価値を生み出す。赤木氏は
不動産テックの役割をこのように位置付
けている（図5）。
　百嶋氏も「不動産テックはあくまで手
段にすぎない」と念を押す。
  「業務プロセスを効率化するプロセスイ
ノベーションと、既成概念にない新技術・
新事業を生み出すプロダクトイノベーショ
ンを実現し、最終的には社会的価値を
創出することが不動産テック活用の目的
です。例えばIoTを活用して各拠点の
従業員間のコミュニケーション状況を把
握し、その比較に基づきコミュニケーション
が活発でない施設に改善策を施したとし
ます。その結果、業務の生産性向上に
加え、従業員の創造性を引き出せれば、
その施設から画期的な製品サービスが
生まれるかもしれません。それこそが不動
産テックをCREに活用する、重要な意
義なのではないでしょうか」

えで、しっかりと遂行するためには、専門
部署の設置や専任担当者の配置が必
要でしょう」と百嶋氏は指摘する。

　不動産情報の一元管理も、CREマ
ネジメントの一元化のために不可欠な要
素だ。「不動産情報の管理は、担当者
の記憶や紙ベースの記録に頼るのでは
なく、ITを積極的に活用すべきです。不
動産情報の一元管理に向けて、不動産
の棚卸しを行うことがCRE戦略の入り口
といえます。海外展開を行う大企業の中
には、海外拠点のオフィスの詳細な契約
条件までは管理できていない企業が少な
くありません。そのため、賃貸借契約の
更新間際になって、慌てふためき不利な
条件をのまざるを得なくなったというケース
もあるようです」と百嶋氏は言う。
　とはいえ、すべての企業が、先端のクラ
ウドコンピューティングやオンプレミス（IT
設備を自社所有）でのシステム構築など、
ITベンダーが提供する本格的なITサ
ービスを導入しなければならないわけでは
ない。「不動産のポートフォリオ規模は企
業によってさまざまであるため、大企業でも
Excelを使った管理で十分な場合もある
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※資産規模を示す金額は、国土交通省『公的不動産（PRE）の民間活用の手引き
　～民間活用による不動産証券化手法等への対応～』（2017年5月22日）に基づく

図5  不動産テックの特徴
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でしょう。身の丈に合わせた一元化が重
要なのです」と百嶋氏は言う。
　ITを活用して一元化を図る情報とし
ては、物件データ（面積、不動産コスト、
所有物件の簿価・時価評価額など）か
ら各種書類（登記簿謄本、建物図面、
賃貸借契約書など）まで、さまざまな内容
のものが含まれる。百嶋氏によれば、海
外先進企業は、オフィス環境に関するア
ンケート調査を従業員に対して定期的に
実施し、満足度を時系列で把握している
という。「CREの専門部署がそれらを拠
点間で比較し、数値の悪い施設にCRE
戦略でテコ入れすることを日常的に行って
います。これも、ITを用いた情報の一元
化が前提となる業務といえるでしょう」
　施設の利用度調査にIoTを活用する
ことも有効だ。例えばカフェテリアや会議
室などの利用状況を把握するのに、赤外
線センサーを設置すれば、手間のかかる
利用状況調査も簡単かつ精緻にリアル
タイムで行えるようになる。さらにオフィスで
のコミュニケーション状況など従業員の行
動データをセンサーで取得し、このビッグ
データをAIで分析すれば、定量データ
に基づいて、業務の生産性向上に資す
るオフィス環境の整備を検討できるように
なるだろう。

IoT・AI を活用してオフィス環境の
ビッグデータを収集・分析

過剰な期待は禁物
不動産テックはあくまで手段
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market scope
マーケットスコープ

市部の農地を維持するため、
三大都市圏で生産緑地指
定が行われたのが1992年。

指定を受ければ、農地所有者には30
年間の営農義務が課せられる代わり
に、固定資産税が宅地に比べて大幅
に安くなるほか、相続税の納税猶予な
どの恩恵がある。その生産緑地も指
定期間が2022年までと、あと4年後に
迫ってきた。先の改正都市緑地法の
施行で、生産緑地の指定期限が切れ
た30年後も、10年ごとの延長が可能に
なっているが、現実には土地所有者の
高齢化と後継者不足で、多くの農家が
宅地転用を選択すると見込まれている。
　生産緑地は全国に1万3442ヘクター
ルあり、うち東京都が4分の1を占める。
その面積を戸建てに換算すれば、全国
で100万戸分、東京都内では25万戸
分に相当する。ポイントは、生産緑地
が住宅を建設できる市街化区域内にあ
ることだ。つまり、所有者が宅地転用を
選択すればいつでも住宅供給が可能に
なる。東京都を例に取れば、都下が全
体の85％を占める。23区には463ヘク
タールあるが、その65％が世田谷区と
練馬区に集中し、山手線内側の指定は
一切ない。生産緑地解除の影響はマ

ンションではなく戸建てに出るだろう。
　政府も、大量供給による住宅市況
の悪化や都市農地の減少懸念を十分
認識しており、2017年6月に指定期限
が切れた後も、10年ごとの延長を可能
とする改正都市緑地法を施行させた。
また、同年10月22日の衆議院議員総
選挙の影響で成立が先送りされた生
産緑地で農地貸借を円滑化する法案
を準備し、税制改正論議でも関係省
庁で必要な協議を進めている。
　生産緑地の農地貸借とは、地主自ら
が耕作しなくても、企業やNPO法人
などに農地を貸し出せば相続税の納
税猶予の対象となる制度だ。都市にあ
る農地の借り手ニーズは高く、都会の
飲食店に新鮮な野菜や果物を届けると
いったサービスの広がりが期待できる。
不動産業界では、生産緑地の解除が
住宅市場を悪化させるとの懸念がある
一方で、今後、農地が大量に供給され
ても需要は見込みにくいことから、「む
しろ新しい農業の姿をつくるきっかけに
なるのでは」と政府の都市農地維持に
期待する向きもある。
　いずれにせよ、生産緑地の解除問
題は、都市計画行政を大きく変える1
つのきっかけになるだろう。

都

三大都市圏の生産緑地が宅地転用へ

文・目黒 孝一（不動産ジャーナリスト）

2022年に生産緑地の指定が解除される。
宅地に転用される面積は不明だが、全国の生産緑地は

戸建て100万戸分に相当する。市場に与える影響は少なくないため、
政府は住宅市況が悪化しないよう対策を講じている。
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写真・的野 弘路

2020年東京五輪・パラリンピックの選手村が設置される東京・晴海。現在、東京都が基盤整

備を進めており、選手宿舎として一時使用する高層

マンション21棟などを計５街区に建設する計画だ。

大会終了後はさらに、タワーマンション2棟を建設。

2024年度には約5650戸の新たな街が誕生する。

　この街の大きな特徴の1つが、水素インフラが

整備されること。民間4社で構成するエネルギー 

事業者が区域内に水素ステーションを設置し、燃

料電池車に水素を供給。さらには、パイプラインで

各街区に設置する純水素型燃料電池にも供給し、

各建物に電気と熱を供給する。

　大会期間中、世界中から大きな注目を浴びる選

手村。都は大会期間中にこの水素インフラの一部

を先行稼働させ、環境先進都市のモデルとして積

極的にアピールしていく予定だ。

東京・晴海
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